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1.  平成24年12月期の連結業績（平成24年1月1日～平成24年12月31日） 

当社は、平成24年11月16日開催の取締役会決議に基づき、平成25年１月１日付で株式１株につき100株の株式分割を行っております。 

そのため、前連結会計年度の期首に当該株式分割が行われたと仮定して、１株当たり当期純利益を算定しております。 

(2) 連結財政状態 

当社は、平成24年11月16日開催の取締役会決議に基づき、平成25年１月１日付で株式１株につき100株の株式分割を行っております。 

そのため、前連結会計年度の期首に当該株式分割が行われたと仮定して、１株当たり純資産を算定しております。 

(3) 連結キャッシュ・フローの状況 

 
 

(1) 連結経営成績 （％表示は対前期増減率）

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

24年12月期 1,594 △62.6 144 ― 88 ― 83 ―

23年12月期 4,262 △53.2 △294 ― △444 ― △486 ―

（注）包括利益 24年12月期 83百万円 （―％） 23年12月期 △487百万円 （―％）

1株当たり当期純利益

潜在株式調整後1株当たり

当期純利益

自己資本当期純利益

率

総資産経常利益率 売上高営業利益率

円 銭 円 銭 ％ ％ ％

24年12月期 8.73 ― 99.7 4.3 9.0

23年12月期 △77.57 ― △231.4 △12.0 △6.9

（参考） 持分法投資損益 24年12月期  ―百万円 23年12月期  ―百万円

総資産 純資産 自己資本比率 1株当たり純資産

百万円 百万円 ％ 円 銭

24年12月期 1,988 125 6.3 13.13

23年12月期 2,166 41 1.9 4.39

（参考） 自己資本   24年12月期  125百万円 23年12月期  41百万円

営業活動によるキャッシュ・フロー 投資活動によるキャッシュ・フロー 財務活動によるキャッシュ・フロー 現金及び現金同等物期末残高

百万円 百万円 百万円 百万円

24年12月期 237 △11 △277 377

23年12月期 2,046 17 △2,042 428

2.  配当の状況 

 

年間配当金 配当金総額

（合計）

配当性向

（連結）

純資産配当

率（連結）第1四半期末 第2四半期末 第3四半期末 期末 合計

円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 百万円 ％ ％

23年12月期 ― 0.00 ― 0.00 0.00 ― ― ―

24年12月期 ― 0.00 ― 0.00 0.00 ― ― ―

25年12月期(予想) ― 0.00 ― 0.00 0.00 ―

3. 平成25年12月期の連結業績予想（平成25年 1月 1日～平成25年12月31日） 

 

（％表示は、通期は対前期、四半期は対前年同四半期増減率） 

 

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益

1株当たり当期

純利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

第2四半期(累計) 540 4.2 65 7.8 38 △2.6 35 0.7 3.66

通期 1,053 △33.9 121 △16.1 71 △19.7 65 △22.1 6.80



※  注記事項 

(1) 期中における重要な子会社の異動（連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動） ： 無  

(2) 会計方針の変更・会計上の見積りの変更・修正再表示 

(3) 発行済株式数（普通株式） 

当社は、平成24年11月16日開催の取締役会決議に基づき、平成25年１月１日付で株式１株につき100株の株式分割を行っております。 

そのため、前連結会計年度の期首に当該株式分割が行われたと仮定して、期末発行済株式数、期末自己株式数及び期中平均株式数を算定しておりま

す。 

新規 ―社 （社名） 、 除外 ―社 （社名）

① 会計基準等の改正に伴う会計方針の変更  ： 有

② ①以外の会計方針の変更  ： 無

③ 会計上の見積りの変更  ： 無

④ 修正再表示  ： 無

① 期末発行済株式数（自己株式を含む） 24年12月期 9,638,200 株 23年12月期 9,638,200 株

② 期末自己株式数 24年12月期 83,200 株 23年12月期 83,200 株

③ 期中平均株式数 24年12月期 9,555,000 株 23年12月期 6,277,800 株

（参考）個別業績の概要 

1.  平成24年12月期の個別業績（平成24年1月1日～平成24年12月31日） 

当社は、平成24年11月16日開催の取締役会決議に基づき、平成25年１月１日付で株式１株につき100株の株式分割を行っております。 

そのため、前事業年度の期首に当該株式分割が行われたと仮定して、１株当たり当期純利益を算定しております。 

(2) 個別財政状態 

当社は、平成24年11月16日開催の取締役会決議に基づき、平成25年１月１日付で株式１株につき100株の株式分割を行っております。 

そのため、前事業年度の期首に当該株式分割が行われたと仮定して、１株当たり純資産を算定しております。 

 

(1) 個別経営成績 （％表示は対前期増減率）

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

24年12月期 1,554 △63.1 119 ― 88 ― 83 ―

23年12月期 4,214 △51.6 △334 ― △480 ― △511 ―

1株当たり当期純利益

潜在株式調整後1株当たり当期純

利益

円 銭 円 銭

24年12月期 8.76 ―

23年12月期 △81.49 ―

総資産 純資産 自己資本比率 1株当たり純資産

百万円 百万円 ％ 円 銭

24年12月期 2,004 143 7.2 15.02

23年12月期 2,157 59 2.8 6.25

（参考） 自己資本 24年12月期  143百万円 23年12月期  59百万円

2. 平成25年12月期の個別業績予想（平成25年 1月 1日～平成25年12月31日） 

（％表示は、通期は対前期、四半期は対前年同四半期増減率） 

※ 監査手続の実施状況に関する表示 

この決算短信は、金融商品取引法に基づく監査手続きの対象外であり、この決算短信の開示時点において、金融商品取引法に基づく連結財務諸表の監査手

続きは終了しておりません。 

※ 業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項 

本資料に記載されている業績見通し等の将来に関する記述は、当社が現在入手している情報及び合理的であると判断する一定の前提に基づいており、実際

の業績等は様々な要因により大きく異なる可能性があります。 

売上高 経常利益 当期純利益

1株当たり当期純利

益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

第2四半期(累計) 520 4.3 39 3.6 36 7.2 3.77

通期 1,014 △34.8 73 △17.3 68 △18.8 7.12
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(1）経営成績に関する分析 

①当連結会計年度の概況  

 当連結会計年度における我が国経済は、海外経済活動において、米国経済に回復基調の動きが見られるものの、中

国経済の減速状態が続き、欧州経済も景気後退の動きが続いている影響などから、輸出や鉱工業生産が減少し、設備

投資も弱含みとなっており、依然として先行き不透明な状況にあると思われます。 

 当社グループが属する不動産業界におきましては、首都圏の民間分譲マンションの契約率、供給戸数はともに前年

とほぼ同水準にとどまり、底堅く推移しているものの、回復基調であると明確に言える状況ではないものと考えま

す。 

このような事業環境のもと、当社グループは賃貸マンションの家賃管理業務を中心とした不動産管理事業を事業領

域の中心に据え、厳格なコスト管理及びサービスの一層の向上を図り、安定的な利益獲得に努めるとともに投資用マ

ンション１棟43戸の販売を完了いたしました。 

その結果、当連結会計年度の売上高は1,594百万円（前連結会計年度比62.6％減）、営業利益144百万円（前連結会

計年度は294百万円の営業損失）、経常利益88百万円（前連結会計年度は444百万円の経常損失）、当期純利益83百万

円（前連結会計年度は486百万円の当期純損失）となりました。 

  

（不動産販売事業） 

川崎市中原区の投資用マンション１棟43戸を販売し、売上高は594百万円（前連結会計年度比82.3％減）、営業

利益は６百万円（前連結会計年度は283百万円の営業損失）となりました。 

（不動産管理事業） 

厳格なコスト管理に努め、売上高は433百万円（前連結会計年度比3.2%減）、営業利益は231百万円（前連結会計

年度比1.5％増）となりました。 

（不動産賃貸事業） 

サブリース物件が増加したことなどから、売上高は379百万円（前連結会計年度比21.2％増）、営業利益は42百

万円（前連結会計年度比14.8％増）となりました。 

（不動産仲介事業） 

積極的な営業活動が功を奏し、売上高は138百万円（前連結会計年度比49.3％増）、営業利益は57百万円（前連

結会計年度比162.2％増）となりました。 

（その他の事業） 

主にビジネスホテルファンド１物件の運営により、売上高は48百万円（前連結会計年度比13.1％減）、営業利益

は22百万円（前連結会計年度比341.8％増）となりました。 

      

②次期の見通し 

 当社グループは、安定した収益が見込める不動産管理事業等「ストック型フィービジネス」を主力とした事業構造

への転換を図り、安定した収益体制が確立されているものと考えます。不動産販売事業におきましては、平成25年12

月期は、完成する物件がないため、売上の計上が見込めないものの、平成26年12月期以降の販売用物件確保に向け

て、事業用地の仕入を積極的に行ってまいります。主力事業であります不動産管理事業、不動産賃貸事業、不動産仲

介事業におきましては、新規顧客の獲得、サービスの向上に努めるとともに、より一層の業務効率化、コストの削減

を図り、収益の拡大を図ってまいります。 

 よって、平成25年12月期連結業績は売上高1,053百万円、営業利益121百万円、経常利益71百万円、当期純利益65百

万円を計画しております。平成25年12月期の予想につきましては、本資料発表日（平成25年２月15日）現在におきま

して入手可能な情報に基づき判断したものであり、実際の業績は様々な要因によって、予想数値と異なる可能性があ

ります。 

  

(2）財政状態に関する分析 

  当連結会計年度末の総資産は、前連結会計年度末から177百万円減少し、1,988百万円となりました。これは主とし

て受取手形及び売掛金の減少63百万円、仕掛販売用不動産の減少77百万円によるものであります。 

 負債につきましては、前連結会計年度末から261百万円減少し、1,863百万円となりました。これは主として有利子

負債の減少275百万円によるものであります。 

  純資産につきましては、前連結会計年度末から83百万円増加し、125百万円となりました。これは主に当期純利益

83百万円の計上によるものであります。  

１．経営成績・財政状態に関する分析



（キャッシュ・フローの状況） 

 当連結会計年度末における現金及び現金同等物は、営業活動による収入237百万円、投資活動による支出11百万円及

び財務活動による支出が277百万円となったことから、前連結会計年度末に比べ50百万円減少し、377百万円となりま

した。 

  

 （営業活動によるキャッシュ・フロー） 

 営業活動によるキャッシュ・フローは、237百万円の収入（前連結会計年度は2,046百万円の収入）となりました。

これは主に、税金等調整前当期純利益84百万円、物件売却によるたな卸資産の減少56百万円、売上債権の減少63百万

円によるものであります。 

  

 （投資活動によるキャッシュ・フロー） 

  投資活動によるキャッシュ・フローは、11百万円の支出（前連結会計年度は17百万円の収入）となりました。これ

は主に、投資不動産の取得16百万円によるものであります。 

  

 (財務活動によるキャッシュ・フロー） 

 財務活動によるキャッシュ・フローは、277百万円の支出（前連結会計年度は2,042百万円の支出）となりました。

これは主に、有利子負債の返済275百万円（純額）によるものであります。 

キャッシュ・フロー指標のトレンド  

 (注)１．各指標の算出は以下の算式を使用しております。 

     自己資本比率：自己資本／総資産 

     時価ベースの自己資本比率：株式時価総額／総資産 

         キャッシュ・フロー対有利子負債比率：有利子負債／営業キャッシュ・フロー 

        インタレスト・カバレッジ・レシオ：営業キャッシュ・フロー／利払い 

２．各指標は、いずれも連結ベースの財務数値により計算しております。 

３. 株式時価総額は自己株式を除く発行済株式数をベースに計算しております。 

４．営業キャッシュ・フローは連結キャッシュ・フロー計算書の営業活動によるキャッシュ・フローを使用してお

ります。有利子負債は連結貸借対照表に計上されている負債のうち利子を支払っている全ての負債を対象とし

ております。また、利払いにつきましては、連結キャッシュ・フロー計算書の利息の支払額を使用しておりま

す。 

  

(3）利益配分に関する基本方針及び当期・次期の配当 

当社グループは、株主に対する利益還元を経営の重要施策として位置付け、業績、資金需要見通し等を総合的に

判断しながらも安定的な配当水準を維持することを基本方針とし、連結当期純利益に対する配当金の比率（配当性

向）35％程度を基準としております。 

配当の原資となる利益剰余金につきましては、平成20年12月期以降欠損している状態が続いております。自己資

本比率は6.3％（平成24年12月末現在）と依然として低い水準となっております。 

 従いまして、現段階では財務基盤のさらなる改善及び収益基盤のさらなる強化が急務であると判断し、誠に遺憾な

がら平成24年12月期の期末配当金につきましては無配とさせていただきます。平成25年12月期の配当につきまして

も、安定した収益体制の構築と利益剰余金欠損の解消が先決であるとの考えから、中間配当金、期末配当金ともに無

配を予定しております。 

  平成21年12月期 平成22年12月期 平成23年12月期 平成24年12月期

自己資本比率（％）  4.2  7.2  1.9  6.3

時価ベースの自己資本比率（％）  14.9  11.5  21.0  56.7

キャッシュ・フロー対有利子負債比率（年）  3.4  1.0  0.5  3.6

インタレスト・カバレッジ・レシオ（倍）  11.2  14.9  34.6  5.4



(4）事業等のリスク 

 以下におきまして、当社グループの事業展開上のリスク要因となる可能性があると考えられる主な事項を記載して

おります。また、当社グループといたしましては必ずしも事業上のリスクとは考えていない事項につきましても、投

資判断の上で、あるいは当社グループの事業活動を理解する上で重要と考えられる事項につきましては、情報開示の

観点から記載しております。当社グループは、これらリスクの発生の可能性を認識した上で、発生の回避及び発生し

た場合の対応に努める方針でありますが、当社株式に関する投資判断は、本項以外の記載内容も合わせて慎重に検討

した上で行う必要があります。 

 なお、以下の記載につきましては、本資料発表日現在における判断によるものであり、当社グループの事業等及び

当社株式への投資に係るリスクを全て網羅するものではありません。また、将来に関する事項につきましては、本資

料発表日現在で当社グループが判断したものであります。 

  

①法的規制について 

  当社グループの事業におきまして関連する主な法的規制は以下のとおりであります。今後既存の法的規制が改廃さ

れたり、関連する法令が新たに制定されたりした場合、当社グループの業績に影響を及ぼす可能性があります。 

＜主な法的規制＞ 

宅地建物取引業法、建物の区分所有等に関する法律、住宅の品質確保の促進等に関する法律、特定住宅瑕疵担保責任

の履行の確保等に関する法律、国土利用計画法、都市計画法、建築基準法、建築業法、建築士法、土地基本法、地方

公共団体の条例、借地借家法、マンションの管理の適正化の推進に関する法律、建築物における衛生的環境の確保に

関する法律、消防法、貸金業法、金融商品取引法、金融商品の販売等に関する法律、資産の流動化に関する法律、不

動産特定共同事業法、犯罪による収益の移転防止に関する法律、不当景品類及び不当表示防止法、不動産の表示に関

する公正競争規約 

  

②免許、登録 

当社グループが得ている許可、登録は以下のとおりであります。 

（当社） 

・宅地建物取引業者免許 

 宅地建物取引業法第３条に基づき、宅地建物取引業者の免許（免許番号 神奈川県知事(1)第27989号 有効期間：

平成23年９月６日から平成28年９月５日まで）を受けて、不動産の売買や賃貸又はこれらの媒介等を行っておりま

す。 

・マンション管理業者登録 

 マンションの管理の適正化の推進に関する法律第46条第１項に基づき、マンション管理業者の登録（登録番号 国

土交通大臣(2)第033175号 有効期間：平成24年10月23日から平成29年10月22日まで）をして、マンション管理業を

営んでおります。 

・一級建築士事務所登録 

 建築士法第４条第１項及び第５条第１項に基づき、一級建築士事務所の登録（登録番号 神奈川県知事第14682号

有効期間：平成24年９月28日から平成29年９月27日まで）をして、設計、工事監理等を行っております。 

（株式会社陽光アセット・インベスターズ） 

・宅地建物取引業者免許 

 宅地建物取引業法第３条に基づき、宅地建物取引業者の免許（免許番号 神奈川県知事(1)第27056号 有効期間：

平成21年３月17日から平成26年３月16日まで）を受けて、不動産の売買や賃貸又はこれらの媒介等を行っておりま

す。 

・金融商品取引業者登録 

 金融商品取引法第29条に基づき、第２種金融商品取引業者及び投資助言・代理業の登録（登録番号 関東財務局長

(金商)第1540号）をしております。 

（有限会社ヨーコー管財） 

・貸金業 

 貸金業法第３条第１項に基づき、貸金業者の登録（登録番号 神奈川県知事(4)第03403号）をして貸金業を営んで

おりました。しかし、新規貸付業務を行わず、既存貸付の回収業務のみを行うこととなったため、同法第44条に基づ

き、登録更新は行わず、当該貸金業登録は有効期限である平成17年７月１日をもって失効しております。 

  

 当社グループは主要な事業活動を行うにあたり、上記の免許、登録を必要とし、これらの規制を受けております。

現時点におきまして、当社グループには、上記免許、登録の取消事由・更新欠格事由に該当する事実は存在いたしま

せんが、将来、これらの免許、登録の取消・更新欠格による失効等があった場合には、当社グループの主要な事業活

動に支障をきたし、業績に重大な影響を及ぼす可能性があります。 



③住宅瑕疵担保責任について 

 住宅の品質確保の促進等に関する法律では、新築住宅の供給事業者に対して構造上の主要な部分及び雨水の浸入を

防止する部分について10年間の瑕疵担保責任を負うこと等を定めております。当社グループでは、自社開発物件にお

きましては、建築設計の段階から一貫して携わり、供給物件の品質管理に万全を期すとともに、他社開発物件の仕

入・販売におきましては、仕入先の開発実績及び物件の選定に十分留意し、瑕疵のない物件を供給するよう務めてお

ります。さらに、同法対象の新築販売物件につきましては、特定住宅瑕疵担保責任の履行の確保等に関する法律にお

いて規定される住宅瑕疵担保責任保険を付保することにより、万一不測の事態が起こった場合でも、当該責任を当社

グループの業績に影響なく履行できるよう対策を施しております。また、販売後のクレームに対しましても、法令上

の責任に基づき、真摯な対応に努めております。 

 さらに、構造計算書偽造事件を教訓として、当社では、供給するマンションの構造計算の適正性につきまして細心

の注意を払っております。例えば、建築確認の際には過去においてチェックミスが報告されていない実績のある住宅

性能評価機関による住宅性能評価書の取得を義務づけております。当社グループでは、このように瑕疵のない物件を

供給すべく、常に品質管理体制向上に努めております。 

 しかしながら、当社の供給物件に何らかの原因で瑕疵が発生した場合、クレーム件数と補償工事の増加等を招き、

当社グループの業績に影響を及ぼす可能性があります。 

  

④土地の仕入について 

 当社グループでは、マンション用地等の取得にあたり、売買契約前に綿密な事前調査を行っておりますが、契約

後、稀に土壌汚染等の隠れた瑕疵が発見されることがあります。その場合、当社グループに追加費用が発生すること

があり、当社グループの業績に影響を及ぼす可能性があります。 

  

⑤外注先の影響について 

 当社グループでは、マンションの建設につきましては、建設会社に一括発注し、主に民間（旧四会）連合会協定工

事請負契約約款に基づく工事請負契約を締結しております。また、建築工事の進捗状況につきましては当社が定期的

な監理を行っており、建設会社より当社に対して状況報告がなされる体制を構築しております。 

 工事請負契約の締結にあたりましては、外注先の財務状況、施工能力・実績、経営の安定性等を総合的に勘案の上

決定しておりますが、外注先に信用不安等が発生し、工期遅延が生じた場合、当社の販売計画にも遅延が生じ、当社

グループの業績に影響を及ぼす可能性があります。また、施工完了後、外注先に倒産等の事態が発生した場合には、

本来外注先が負うべき瑕疵の補修責任等が履行されず、当社に想定外の費用負担が発生することによって、当社グル

ープの業績に影響を及ぼす可能性があります。  

  

⑥マンション建設に対する近隣住民の反対運動について 

 当社グループはマンション建設にあたり、建設地が属する自治体の条例等に従い、事前に周辺住民に説明会を実施

する等の近隣への対策を講じております。マンションの立地につきましては、住宅密集地を避け、駅に近い商業地域

を中心としてきたため、現在までのところ、近隣住民との摩擦は軽微なものに留まっております。 

 しかしながら、今後、開発中の騒音、電波障害、日照問題、景観変化等を理由に近隣住民に反対運動等が発生する

可能性は否定できず、その解決に時間を要したり、計画の変更が必要となったりした場合、工期遅延や追加費用が発

生することによって、当社グループの業績に影響を及ぼす可能性があります。  

  

⑦資金調達について 

  当社グループは不動産販売事業を遂行するにあたり、用地や土地建物の取得資金及び建設費用等を金融機関からの

融資を主体として資金調達しております。当社は取引金融機関と良好な関係を構築する一方で、新たな金融機関との

取引開始、社債の発行等、資金調達の円滑化と多様化に努めております。 

 しかしながら、何らかの事情により、当社の希望する金額及び条件で金融機関からの融資を受けることができない

場合、販売物件を計画どおりに確保できず、当社グループの業績に影響を及ぼす可能性があります。 



⑧金利の上昇について 

 当社グループの有利子負債残高は、着工を見合わせていたマンション用地や完成物件の売却に伴って返済が進み、

次表のとおり減少しております。 

 引き続き、当社はたな卸資産の回転を早めることに努め、有利子負債を圧縮していく方針に変わりはありません

が、市場金利が予想を超えて上昇し、有利子負債の金利負担が増加した場合、当社グループの業績に影響を及ぼす可

能性があります。 

  

⑨事業エリアの集中について 

当社グループが販売する投資用マンション「グリフィンシリーズ」は、次表のとおり、横浜市内の横浜みなとみら

い２１地区周辺のエリア（西区・中区・神奈川区）、ＪＲ新横浜駅周辺（港北区）、川崎市（幸区、中原区）に集中

しており、今後も企業イメージの形成を勘案し、当該エリアを中心とした事業展開を図る方針であります。このこと

から特に横浜市、川崎市を中心とした神奈川県内の経済環境、雇用環境、賃貸需要、地価の動向等の影響を受ける可

能性があります。 

また、近年、首都圏ではワンルームマンションに対する規制を目的とした条例を制定する自治体が見られ、横浜市

では「横浜市ワンルームマンション形式集合建築物に関する指導基準及び同施行細則」等の指導要綱等による規制が

制定されており、管理員室の設置、住戸の最低専有面積、駐車・駐輪施設の設置の義務付け等が定められておりま

す。また、平成18年４月に「横浜都心機能誘導地区建築条例」が施行され、特別用途地区として都市計画で定める横

浜都心機能誘導地区（業務・商業専用地区及び商住共存地区に区分）内の建築物の建築及び敷地に関する制限が定め

られております。現在、自治体の条例による規制が、当社の事業展開に与える影響は軽微でありますが、将来的に規

制が変更もしくは強化された場合、当社グループの業績に影響を及ぼす可能性があります。 

  

（注）平成24年12月31日現在の竣工棟数・戸数について記載しております。 

  

⑩投資用マンション販売事業について 

（顧客からのクレームや訴訟提起等について） 

当社グループが販売するマンションは、主にマンション経営による資産運用を目的として購入されており、金融商

品や他の投資運用手段と競合した商品との位置付けにあると考えております。当社は商品販売に際し、空室の発生、

家賃相場の下落、金利上昇による返済負担の増加等、マンション経営に関するリスクについて、顧客の十分な理解が

得られる説明を行うよう努めております。また、販売後も集金の代行、建物の維持管理、入居者の募集及び賃貸仲介

等、アフターサービスの充実に努めております。しかしながら、今後、何らかの事情により、顧客からクレームや訴

訟提起等があった場合、事実の存否にかかわらず、当社グループの信用に影響を与え、業績に影響を及ぼす可能性が

あります。 

（販売物件の入居率低下について） 

当社グループが販売した投資用マンションの賃貸入居率が低下した場合、賃料収入を見込む新規購入者の購買意欲

が低下する可能性があります。当社グループでは、賃貸需要が高いと考えられる地域へ建設し、当社グループ及び近

隣の不動産業者による新規入居者の獲得に努め、良好な住環境を整備し、入居者の固定化に尽力しております。 

しかしながら、既存物件の周囲で住環境が悪化する等、不測の事態により入居率が低下した場合、当社グループの

業績に影響を及ぼす可能性があります。 

（連結） 平成22年12月期 平成23年12月期 平成24年12月期 

 有利子負債残高（千円）(A)  3,304,680  1,121,663  846,380

 総資産額（千円）(B)  5,249,130  2,166,156  1,988,579

 有利子負債依存度（％）（A/B）  63.0  51.8  42.6

エリア 棟数 構成比（％) 戸数 構成比（％） 

     横浜市西区・中区・神奈川区 72 69.9  3,318 70.7

 横浜市港北区 7 6.8  404 8.6

 横浜市内その他 4 3.9  139 2.9

    横浜市内 計 83 80.6  3,861 82.2

   川崎市幸区 4 3.9  233 5.0

 川崎市中原区 9 8.7  345 7.3

   川崎市内その他 3 2.9  116 2.5

  川崎市内 計 16 15.5  694 14.8

    神奈川県内 計 99 96.1  4,555 97.0

    東京都内 計 4 3.9  140 3.0

    総 計 103 100.0  4,695 100.0



⑪不動産ファンド事業について 

当社グループは、平成19年９月に「ビジネスホテルファンド」を組成し、ビジネスホテルを投資対象とした不動産

私募ファンドの運用を行っております。不動産市況の変化、金融商品取引法による規制強化等の要因により当該事業

を予定どおり運営できず、採算が悪化した場合には当社グループの業績に影響を及ぼす可能性があります。 

  

⑫人材の確保について 

当社グループの退職者は、平成22年12月期に21名、平成23年12月期に74名、平成24年12月期に３名発生しておりま

す。 

当社グループは、優秀な人材の確保と育成を重要な経営上の課題と捉え、入社した従業員に対しましては、当社グ

ループ内での研修カリキュラムを整備し、ＯＪＴの実施により早期の職務技能習得を目指しております。また、個人

ごとの業績評価につきましては、社内各部門ごとに適した評価制度を定め、目標管理考課と行動考課の２種類の人事

考課を実施することで、優秀な人材の定着に努めております。特に、売買仲介及び賃貸仲介を担当する営業部門に所

属する従業員につきましては、業務の成果が当社グループの業績に直結することから、その他の部門とは別の報酬体

系を定め、成果に応じたインセンティブを付与しております。 

しかしながら、こうした施策にもかかわらず、従業員の定着度が高まらない場合や、雇用の需給関係から当社が求

める人材が十分に確保できない場合、当社グループの業績に影響を及ぼす可能性があります。 

  

⑬個人情報の取扱について 

当社グループでは、既存顧客・見込み顧客の個人情報を保有しております。平成17年４月１日より施行された個人

情報保護法に鑑み、当社グループでは、グループ全体の役職員共通のプライバシーポリシーの制定等、同法を遵守す

る体制の構築を進めております。システム上においては、個人情報ファイル保管の厳重化・ＩＴシステム監視ソフト

の導入・アクセス権の制限などにより、個人情報の漏洩防止に備えております。 

しかしながら、不測の事態により、個人情報が外部に漏洩するような事態となった場合、損害賠償等による費用が

発生する可能性がある他、当社グループの信用低下を招く場合があり、当社グループの業績に影響を及ぼす可能性が

あります。 

  

(5）継続企業の前提に関する重要事象等 

 該当事項はありません。 



 当社グループは、当社及び連結子会社４社により構成されており、不動産販売・不動産管理を主たる業務としており

ます。 

 当社グループの事業内容及び当社と関係会社の当該事業に係る位置付けは次のとおりであります。 

（不動産販売事業） 

 当社は、平成５年から現在に至るまで、主として資産運用を目的とした自社ブランドマンション「グリフィンシリ

ーズ」の企画・販売を行っております。戦略上の重点地域である横浜・川崎エリアにおきまして、駅至近の利便性の

高い立地に、延べ103棟4,695戸（平成24年12月31日現在）を供給してまいりました。 

（不動産管理事業） 

 当社の供給物件を中心に約4,700戸の賃貸管理業務（集金代行、更新事務代行等）を受託し、安定した手数料収入

を獲得するとともに、管理物件の入居者が退去する際には原状回復工事やバリューアップを目的としたリフォーム工

事を受注しております。 

（不動産賃貸事業） 

 当社は、マンション、事務所及び駐車場等を所有又は賃借し、これらを賃貸又は転貸しております。 

  

（不動産仲介事業） 

 当社は、不動産売買及び不動産賃貸借に係る仲介事業を行っております。 

  

（その他の事業） 

 当社及び連結子会社である合同会社ＧＦインベスターズワンは、不動産私募ファンドの運用を行っております。連

結子会社である株式会社陽光アセット・インベスターズ及び一般社団法人ＧＦトラストワンは、新たなファンド事業

の取組みの検討を行っております。  

 また、連結子会社である有限会社ヨーコー管財は、既存債権回収の範囲内に限り貸金業を行っております。 

  

 以上の企業集団の状況について図示すると次頁のとおりであります。 

 

２．企業集団の状況



    

  



(1）会社の経営の基本方針 

当社グループは、「会社の繁栄と社員の幸せ、そして社会への貢献」を経営理念として掲げております。 

「会社の繁栄」とは、当社グループの継続的な発展を果たすための売上の最大化・コストの最小化を積極的に図る

利益重視の事業運営を行うことであります。 

「社員の幸せ」とは、実行・礼節・協調の行動指針を旨とした人材育成と適正公正な人材の活用評価による従業員

の物心両面の幸せを追求することであります。 

「社会への貢献」とは、ライフスタイルに対応した安心で豊かな住環境を一人でも多くのお客様に提供することで

あります。 

当社グループでは、この経営理念をグループ社員全員が理解、実践することで、当社グループの持続的な成長と発

展を実現し、顧客、株主、社員などのステークホルダーや社会にとって意義ある存在となるべく、企業価値の向上を

目指してまいります。 

  

 (2）目標とする経営指標 

当社グループでは、売上高経常利益率を経営指標とし、事業活動の成果たる経常利益の最大化を目指してまいりま

す。 

  

 (3）中長期的な会社の経営戦略 

 当社グループは、継続的かつ安定的に成長していくことを最優先課題とし、不動産管理事業等の「ストック型フィ

ービジネス」をさらに強化していくことに経営戦略の重点を置くことで、不動産市況の変化にも経営が左右されない

強固な経営基盤の構築を図ってまいります。 

 そして、この経営基盤を土台として、さらに成長していくための柱となるのが不動産販売事業の本格的な再開及び

新規事業への展開であると考えており、以下の点を重要な戦略課題として、幅広い視野で有効的かつ効率的に経営資

源を投入してまいります。  

①不動産管理事業 

当社グループの基幹事業であり、既に安定した収益基盤を形成しておりますが、経営資源の集中によってマンショ

ンオーナーと入居者の双方へのサービスを向上し、賃貸管理業務の受託戸数を増加してまいるとともに、原価等の見

えるコストの圧縮は勿論、業務フロー等の見えないコストにつきましても管理を徹底し、収益基盤をさらに強化・拡

充してまいります。 

  

②不動産販売事業 

事業規模は従来から大幅に縮小することとなるものの、同業他社の参入が比較的難しい横浜・川崎エリアに特化し

たドミナント戦略を継続し、用地情報の入手や効率的な賃貸管理の優位性を維持しつつ、建設会社等の事業パートナ

ーの協力を得ながら、用地取得によるマンション開発、買戻し方式や共同事業方式等の省資金型事業スキームを活用

した事業展開を図ってまいります。現状の財務状況を勘案して、当面は年間１、２棟の投資用マンションを、事業法

人への１棟販売、さらには国内外のファンドや個人富裕層に販路を求め、収益の柱の新たな確立と供給物件の賃貸管

理業務の受託につなげてまいります。 

  

③不動産賃貸事業 

事業内容は当社保有不動産の運用とマンションオーナーが所有する不動産の借上転貸（サブリース）に大別されま

す。保有不動産の運用につきましては、賃料水準、稼働状況ともに概ね好調であるため、この状態を継続していくこ

とに注力してまいりますが、将来的には、ドミナント戦略に基づいた資産運用の規模を拡大してまいります。マンシ

ョンオーナーが所有する不動産の借上転貸（サブリース）につきましては、借上賃料が転貸賃料を上回るいわゆる逆

ザヤのリスクを極力少なくするよう、慎重に事業を進めてまいります。 

  

④不動産仲介事業 

事業内容は賃貸仲介と売買仲介に大別されます。賃貸仲介につきましては、当社グループの基幹事業である不動産

管理事業におけるマンションオーナーへの最大のサービスが空室リスクの最小化であることから、賃貸管理業務の受

託物件が集中するエリアにおける取引件数及びシェアの拡大を目指します。売買仲介につきましても、マンションオ

ーナーの資産の現金化や組み換え等のニーズに的確に応えるため、オーナーや買取業者とのリレーションシップを維

持し、将来的には当社自らによる買取りを再開し、「グリフィンシリーズ」のブランド価値の維持を図ってまいりま

す。 

３．経営方針



⑤海外事業  

当社グループは、資本提携契約の締結先の１社である上海徳威企業発展有限公司を中心とした徳威グループとの事

業協力を収益拡大の好機と捉え、様々な事業協力の可能性を追求してまいります。昨今の日中関係の悪化から、実績

を挙げることはできておりませんが、中国の個人投資家に対し、当社グループの日本国内保有物件もしくは今後の新

規開発マンションを販売することを検討してまいります。また、当社グループが今までに培ってきた投資用マンショ

ン開発及び投資用マンションの賃貸管理業務のノウハウを、徳威グループが企画・検討している中国におけるマンシ

ョン開発に活かし、さらに、当社グループの新たな事業収益獲得につなげていくことを検討してまいります。 

  

 (4）会社の対処すべき課題 

当社グループの対処すべき課題及び対応策は次のとおりであります。 

  

①財務基盤のさらなる改善 

 当社グループは、当連結会計年度は黒字となったものの、平成23年12月期連結会計年度までに多額の損失を計上

し、自己資本が大きく減少しております。自己資本比率を回復させ、また、新たな収益獲得のための事業資金を獲得

するため、既存事業の収益力向上をさらに進めていくと同時に、様々な資金調達方法を検討してまいります。 

  

②コスト管理の徹底 

 当社グループは、様々な固定費の削減を実現してまいりました。今後につきましても、徹底したコスト管理を実施

し、収益基盤をさらに強化・拡充してまいります。 

  

③金融機関への対応 

 当社グループは、不動産販売事業におきまして、今後も年間１、２棟の投資用マンションを供給し、これにより不

動産管理事業の維持・拡大をしてまいります。新たな投資用マンション開発を行っていくための資金調達のために、

既存の取引金融機関との関係強化に努めるとともに、新規の取引金融機関の開拓を進めてまいります。 

  

④建設会社への対応 

当社グループは、建設会社等の事業パートナーの協力を得ながら、買戻し方式や共同事業方式等の省資金型事業

スキームを活用した投資用マンションの開発を行っていく予定であり、建設会社とのさらなる関係強化に努めてまい

ります。 

  

⑤賃貸管理戸数の増加 

当社グループは、自社ブランドマンション「グリフィンシリーズ」を供給し、供給したマンションの管理を受託

することで賃貸管理戸数を増やしてまいりましたが、不動産販売事業の縮小に伴い、自社開発投資用マンションの管

理受託だけではなく、他社が開発もしくは所有している投資用マンションの管理受託も増やしてまいります。「グリ

フィンシリーズ」は、横浜・川崎エリアに特化したドミナント戦略による供給展開をしてきたため、エリア集中によ

る賃貸管理業務の効率化が図れており、それによって、マンションレンタカーサービス等の独自の入居者サービスを

提供することができました。このような競争優位性を活かして、当該エリアにおける他社開発投資用マンションの賃

貸管理業務受託の増加を目指します。 

  

⑥不動産販売事業における新たな営業チャネルの確立 

当社グループは、事業法人への１棟販売、さらには国内外のファンドや個人富裕層への販売活動を強化していきま

す。また、投資用マンションの商品性・内容の理解促進のためのセミナーの開催、当社グループの約8,000名にのぼ

るマンションオーナーと入居者からの顧客紹介制度の拡充など、新たな営業チャネルの確立を進めてまいります。 

  

(5）その他、会社の経営上重要な事項 

該当事項はありません。 



４．連結財務諸表 
（１）連結貸借対照表 

（単位：千円）

前連結会計年度 
(平成23年12月31日) 

当連結会計年度 
(平成24年12月31日) 

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 ※1  433,478 377,564

受取手形及び売掛金 114,719 51,246

商品及び製品 4,213 4,391

販売用不動産 － ※1  499,715

仕掛販売用不動産 ※1  184,098 106,112

原材料及び貯蔵品 2,850 2,795

その他 80,908 78,007

貸倒引当金 △63,714 △51,719

流動資産合計 756,553 1,068,114

固定資産   

有形固定資産   

建物及び構築物 30,294 30,294

減価償却累計額 △15,825 △17,895

建物及び構築物（純額） 14,469 12,399

車両運搬具 1,537 1,537

減価償却累計額 △1,537 △1,537

車両運搬具（純額） － －

工具、器具及び備品 45,607 46,755

減価償却累計額 △44,559 △45,485

工具、器具及び備品（純額） 1,048 1,269

土地 12,451 12,451

リース資産 11,113 11,113

減価償却累計額 △4,445 △6,668

リース資産（純額） 6,668 4,445

有形固定資産合計 34,637 30,565

無形固定資産   

その他 1,306 908

無形固定資産合計 1,306 908

投資その他の資産   

投資有価証券 143 208

長期貸付金 4,933 4,785

繰延税金資産 5,010 4,868

投資不動産 1,562,576 1,009,511

減価償却累計額 △249,875 △175,207

投資不動産（純額） ※1  1,312,701 ※1  834,304

その他 55,660 50,090

貸倒引当金 △4,790 △5,266

投資その他の資産合計 1,373,659 888,991

固定資産合計 1,409,602 920,464

資産合計 2,166,156 1,988,579



（単位：千円）

前連結会計年度 
(平成23年12月31日) 

当連結会計年度 
(平成24年12月31日) 

負債の部   

流動負債   

支払手形及び買掛金 15,622 12,594

短期借入金 ※1  907,600 ※1  824,500

1年内返済予定の長期借入金 ※1  214,063 21,880

前受金 113,863 245,359

リース債務 2,354 2,396

未払法人税等 4,266 5,384

預り金 303,917 297,407

その他 108,757 52,004

流動負債合計 1,670,445 1,461,526

固定負債   

リース債務 4,834 2,437

退職給付引当金 15,697 16,904

長期預り保証金 419,451 373,969

その他 13,775 8,280

固定負債合計 453,757 401,591

負債合計 2,124,203 1,863,117

純資産の部   

株主資本   

資本金 1,146,418 1,146,418

資本剰余金 1,121,858 1,121,858

利益剰余金 △2,126,284 △2,042,840

自己株式 △99,912 △99,912

株主資本合計 42,079 125,523

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金 △126 △61

その他の包括利益累計額合計 △126 △61

純資産合計 41,953 125,461

負債純資産合計 2,166,156 1,988,579



（２）連結損益計算書及び連結包括利益計算書 
（連結損益計算書） 

（単位：千円）

前連結会計年度 
(自 平成23年１月１日 
 至 平成23年12月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成24年１月１日 
 至 平成24年12月31日) 

売上高 4,262,223 1,594,092

売上原価 ※1  4,005,473 1,183,126

売上総利益 256,749 410,966

販売費及び一般管理費   

販売手数料 14,970 －

広告宣伝費 19,540 18,804

販売促進費 35,709 458

旅費及び交通費 11,025 3,390

貸倒引当金繰入額 11,953 －

役員報酬 59,625 35,655

給与手当 133,659 43,673

退職給付費用 957 670

法定福利費 23,922 11,959

賞与 － 2,070

福利厚生費 3,906 1,926

支払手数料 81,732 51,478

賃借料 50,208 27,481

租税公課 39,666 17,288

減価償却費 4,909 5,617

その他 59,468 46,262

販売費及び一般管理費合計 551,256 266,738

営業利益又は営業損失（△） △294,506 144,228

営業外収益   

受取利息 34 15

受取配当金 5 4

受取手数料 750 －

債務勘定整理益 15,148 －

融資手数料戻り 6,495 －

貸倒引当金戻入額 － 4,414

その他 8,619 3,103

営業外収益合計 31,053 7,538

営業外費用   

支払利息 68,441 45,396

支払手数料 97,848 16,322

新株発行費 8,868 －

その他 6,089 1,629

営業外費用合計 181,247 63,348

経常利益又は経常損失（△） △444,701 88,417



（単位：千円）

前連結会計年度 
(自 平成23年１月１日 
 至 平成23年12月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成24年１月１日 
 至 平成24年12月31日) 

特別利益   

固定資産売却益 ※2  3,051 －

その他 498 －

受取和解金 2,000 －

特別利益合計 5,550 －

特別損失   

固定資産除却損 1,614 －

減損損失 － ※4  3,607

事業構造改善費用 ※3  33,384 －

特別損失合計 34,999 3,607

税金等調整前当期純利益又は税金等調整前当期純損
失（△）

△474,150 84,810

法人税、住民税及び事業税 1,834 1,224

法人税等調整額 10,962 141

法人税等合計 12,797 1,366

少数株主損益調整前当期純損失（△） △486,948 83,443

少数株主利益 － －

当期純利益又は当期純損失（△） △486,948 83,443



（連結包括利益計算書） 

（単位：千円）

前連結会計年度 
(自 平成23年１月１日 
 至 平成23年12月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成24年１月１日 
 至 平成24年12月31日) 

少数株主損益調整前当期純損失（△） △486,948 83,443

その他の包括利益   

その他有価証券評価差額金 △62 64

その他の包括利益合計 △62 ※1  64

包括利益 △487,010 83,508

（内訳）   

親会社株主に係る包括利益 △487,010 83,508

少数株主に係る包括利益 － －



（３）連結株主資本等変動計算書 

（単位：千円）

前連結会計年度 
(自 平成23年１月１日 
 至 平成23年12月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成24年１月１日 
 至 平成24年12月31日) 

株主資本   

資本金   

当期首残高 1,071,420 1,146,418

当期変動額   

新株の発行 74,998 －

当期変動額合計 74,998 －

当期末残高 1,146,418 1,146,418

資本剰余金   

当期首残高 1,046,860 1,121,858

当期変動額   

新株の発行 74,998 －

当期変動額合計 74,998 －

当期末残高 1,121,858 1,121,858

利益剰余金   

当期首残高 △1,639,336 △2,126,284

当期変動額   

当期純利益又は当期純損失（△） △486,948 83,443

当期変動額合計 △486,948 83,443

当期末残高 △2,126,284 △2,042,840

自己株式   

当期首残高 △99,912 △99,912

当期末残高 △99,912 △99,912

株主資本合計   

当期首残高 379,031 42,079

当期変動額   

新株の発行 149,996 －

当期純利益又は当期純損失（△） △486,948 83,443

当期変動額合計 △336,951 83,443

当期末残高 42,079 125,523

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金   

当期首残高 △64 △126

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △62 64

当期変動額合計 △62 64

当期末残高 △126 △61

その他の包括利益累計額合計   

当期首残高 △64 △126

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △62 64

当期変動額合計 △62 64

当期末残高 △126 △61

純資産合計   

当期首残高 378,967 41,953

当期変動額   

新株の発行 149,996 －

当期純利益又は当期純損失（△） △486,948 83,443

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △62 64

当期変動額合計 △337,014 83,508

当期末残高 41,953 125,461



（４）連結キャッシュ・フロー計算書 

（単位：千円）

前連結会計年度 
(自 平成23年１月１日 
 至 平成23年12月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成24年１月１日 
 至 平成24年12月31日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税金等調整前当期純利益又は税金等調整前当期純
損失（△）

△474,150 84,810

減価償却費 31,746 19,178

新株発行費 8,868 －

減損損失 － 3,607

事業構造改善費用 33,384 －

退職給付引当金の増減額（△は減少） △19,098 1,206

貸倒引当金の増減額（△は減少） 9,980 △11,519

受取利息及び受取配当金 △39 △20

支払利息 68,441 45,396

固定資産売却損益（△は益） △3,051 －

固定資産除却損 1,614 －

売上債権の増減額（△は増加） △82,853 63,473

たな卸資産の増減額（△は増加） 3,074,011 56,736

仕入債務の増減額（△は減少） △424,129 △3,027

その他 △81,710 23,807

小計 2,143,012 283,650

利息及び配当金の受取額 39 20

利息の支払額 △59,152 △43,953

事業構造改善費用の支払額 △33,384 －

法人税等の支払額 △3,558 △1,834

営業活動によるキャッシュ・フロー 2,046,958 237,882

投資活動によるキャッシュ・フロー   

担保預金の預入による支出 △5,000 △6,000

担保預金の解消による収入 － 11,000

有形固定資産の取得による支出 △7,184 △1,147

有形固定資産の売却による収入 3,051 －

投資不動産の取得による支出 － △16,512

会員権の売却による収入 3,800 －

貸付金の回収による収入 757 147

その他 21,899 1,220

投資活動によるキャッシュ・フロー 17,323 △11,291

財務活動によるキャッシュ・フロー   

短期借入れによる収入 499,597 272,000

短期借入金の返済による支出 △1,256,997 △355,100

長期借入れによる収入 155,383 －

長期借入金の返済による支出 △1,581,000 △192,183

株式の発行による収入 142,706 －

配当金の支払額 △251 －

リース債務の返済による支出 △2,304 △2,222

財務活動によるキャッシュ・フロー △2,042,866 △277,505

現金及び現金同等物に係る換算差額 － －

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 21,415 △50,914

現金及び現金同等物の期首残高 407,062 428,478

現金及び現金同等物の期末残高 ※1  428,478 ※1  377,564



該当事項はありません。 

  

１ 連結の範囲に関する事項 

(1）連結子会社の数   ４社 

連結子会社の名称 

有限会社ヨーコー管財 

 株式会社陽光アセット・インベスターズ 

 一般社団法人ＧＦトラストワン 

 合同会社ＧＦインベスターズワン  

（2）主要な非連結子会社の名称等 

非連結子会社はありません。  

２ 連結子会社の事業年度等に関する事項 

 連結子会社の事業年度の末日は、連結会計年度と一致しております。 

３ 会計処理基準に関する事項 

(1）重要な資産の評価基準及び評価方法 

①有価証券 

ａ その他有価証券 

   時価のあるもの 

 決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動

平均法により算定） 

②たな卸資産 

  ａ 商品 

    総平均法による原価法 

ｂ 販売用不動産、仕掛販売用不動産 

    個別法による原価法（貸借対照表価額については収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算

定） 

ｃ 貯蔵品 

最終仕入原価法 

(2）重要な減価償却資産の減価償却の方法 

①有形固定資産（リース資産を除く） 

定率法によっております。但し、平成10年４月１日以降取得の建物（建物附属設備を除く）について

は、定額法によっております。 

また、平成19年４月１日以降取得の有形固定資産については、改正後の法人税法に規定する方法によっ

ております。 

なお、主な耐用年数は次のとおりであります。 

建物及び構築物  10年～47年 

車両運搬具    ６年 

工具器具及び備品 ４年～15年 

②無形固定資産（リース資産を除く） 

定額法によっております。 

なお、ソフトウェア（自社利用）については社内における利用可能期間（５年）に基づいております。

③投資不動産 

定率法によっております。但し、平成10年４月１日以降取得の建物（建物附属設備を除く）について

は、定額法によっております。 

また、平成19年４月１日以降取得の投資不動産については、改正後の法人税法に規定する方法によって

おります。 

なお、主な耐用年数は次のとおりであります。 

建物及び構築物  15年～38年 

④リース資産 

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。 

なお、所有権移転外ファイナンス・リース取引のうち、リース取引開始日が平成20年12月31日以前のリ

ース取引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。 

(５)継続企業の前提に関する注記

(６)連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項



(3）重要な引当金の計上基準 

①貸倒引当金 

売上債権及び貸付金等の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権

等特定の債権については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しております。 

②賞与引当金 

従業員の賞与の支給に備えるため、支給見込額基準に基づく当連結会計年度中の負担額を計上しており

ます。 

③退職給付引当金 

従業員の退職給付に備えるため、退職一時金制度に基づき当連結会計年度末において発生していると認

められる額を計上しております。 

(4）連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲 

 手許現金、随時引き出し可能な預金及び容易に換金可能であり、かつ、価値の変動について僅少なリス

クしか負わない取得日から３ヶ月以内に償還期限の到来する短期投資であります。 

(5）その他連結財務諸表作成のための重要な事項 

①消費税等の会計処理 

消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっております。 

なお、控除対象外消費税等については、発生年度の期間費用としております。 

②販売用不動産・仕掛販売用不動産に係る利息の処理方法 

個々の案件に係る借入金に対する支払利息のうち、建設期間中の利息については、販売用不動産・仕掛

販売用不動産に算入しております。 

  

（１株当たり当期純利益に関する会計基準等の適用）  

 当連結会計年度より、「１株当たり当期純利益に関する会計基準」（企業会計基準第２号 平成22年６月30日）、

「１株当たり当期純利益に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第４号 平成22年６月30日公表分）

及び「１株当たり当期純利益に関する実務上の取扱い」（実務対応報告第９号 平成22年６月30日）を適用しており

ます。 

  この適用により、当連結会計年度の連結貸借対照表日後に行った株式分割は、前連結会計年度の期首に行われたと

仮定して１株当たり純資産額、１株当たり当期純利益金額を算定しております。 

 なお、１株当たり情報に与える影響は、当該箇所に記載しております。 

  

  

（会計上の変更及び誤謬の訂正に関する会計基準等の適用） 

当連結会計年度の期首以後に行われる会計上の変更及び過去の誤謬の訂正より、「会計上の変更及び誤謬の訂正

に関する会計基準」（企業会計基準第24号 平成21年12月４日）及び「会計上の変更及び誤謬の訂正に関する会計

基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第24号 平成21年12月４日）を適用しております。 

  

（所有目的の変更） 

ファンド事業の投資収益を獲得する資産として、固定資産の投資その他の資産における投資不動産に計上してお

りました建物 千円、土地 千円をファンドの信託期間が満了したことに伴い、販売目的の資産として販

売用不動産に振替えております。 

  

（法人税率の変更等による影響） 

平成23年12月２日付で「経済社会の構造の変化に対応した税制の構築を図るための所得税法等の一部を改正する

法律」（平成23年法律第114号）及び「東日本大震災からの復興のための施策を実施するために必要な財源の確保に

関する特別措置法」（平成23年法律第117号）が公布され、法人税率が変更されることとなりました。 

これに伴い、繰延税金資産の計算に使用する法定実効税率は、従来の40.9％から35.6％に段階的に変更されま

す。 

なお、変更後の法定実効税率を当連結会計年度に適用した場合の損益に与える影響は軽微であります。 

  

(７)会計方針の変更

(８)追加情報

405,707 72,882



※１ 担保資産 

 担保に供している資産は、次のとおりであります。 

  

 担保付債務は、次のとおりであります。 

  

 ２ 偶発債務 

前連結会計年度（平成23年12月31日） 

 当社は平成23年５月にＦＧＰ開発合同会社から当社所有の駐車場・店舗を買戻し特約付で譲渡することで事業

資金310百万円を調達し、平成23年12月に買い戻すことで当該借入金310百万円を返済いたしましたが、ＦＧＰ開

発合同会社と資金調達に関する手数料等につきまして、当連結会計年度末において合意ができておりません。協

議の結果によっては、手数料等が発生する場合があります。 

  

当連結会計年度（平成24年12月31日） 

 該当事項はありません。 

  

※１ たな卸資産は、収益性の低下に伴う簿価切下げ後の金額であり、次のたな卸資産評価損が売上原価に含まれ

ております。 

  

※２ 固定資産売却益の内容は、次のとおりであります。 

  

※３ 事業構造改善費用 

前連結会計年度（自 平成23年１月１日 至 平成23年12月31日） 

 事業構造改善費用は、主に不動産販売事業における営業部門の人員最適化に伴う退職金及び本社事務所のレイ

アウト変更に伴う工事費用等であります。 

  

当連結会計年度（自 平成24年１月１日 至 平成24年12月31日） 

 該当事項はありません。  

(９)連結財務諸表に関する注記事項

（連結貸借対照表関係）

  
前連結会計年度 

（平成23年12月31日） 
当連結会計年度 

（平成24年12月31日） 

現金及び預金 千円 5,000 千円 －

販売用不動産  －  499,715

仕掛販売用不動産  153,927  －

投資不動産  1,132,426  656,720

合計  1,291,353  1,156,436

  
前連結会計年度 

（平成23年12月31日） 
当連結会計年度 

（平成24年12月31日） 

借入金 千円 1,062,983 千円 824,500

（１年内返済予定の長期借入金） （ ） 155,383 （ ） －

（短期借入金） （ ） 907,600 （ ） 824,500

（連結損益計算書関係）

前連結会計年度 
（自 平成23年１月１日 
至 平成23年12月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成24年１月１日 
至 平成24年12月31日） 

たな卸資産評価損 千円 54,381   千円 －

前連結会計年度 
（自 平成23年１月１日 
至 平成23年12月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成24年１月１日 
至 平成24年12月31日） 

建物及び構築物 千円 23   千円 －

車両運搬具  2,257    －

工具、器具及び備品  771    －

計  3,051    －



※４ 減損損失 

  当連結会計年度において、当社グループは以下の資産グループについて減損損失を計上しました。  

 当社グループは、キャッシュ・フローを生みだす最小単位として、投資不動産については物件ごとに、それ以

外については事業所単位でグルーピングしております。 

 その結果、収益性の悪化により回収可能性額が帳簿価額を下回った上記資産グループの帳簿価額を回収可能額

まで減額し、当該減少額を減損損失（3,607千円)として特別損失に計上しております。 

 なお、回収可能額は使用価値を採用し、割引率は4.0％を採用しております。 

  

当連結会計年度（自  平成24年１月１日  至  平成24年12月31日） 

※１  その他の包括利益に係る組替調整額及び税効果額 

 場 所 用 途  種 類  金 額  

神 奈 川 県 賃 貸 用 不 動 産 投 資 不 動 産 千円 2,757

静 岡 県 福 利 厚 生 施 設 入 会 金 千円 850

（連結包括利益計算書関係）

その他有価証券評価差額金：   

当期発生額 千円64

組替調整額  －

税効果調整前  64

税効果額  －

その他有価証券評価差額金  64

その他の包括利益合計  64



前連結会計年度（自 平成23年１月１日 至 平成23年12月31日） 

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 

（注） 普通株式の発行済株式数の増加33,982株は、第三者割当による新株の発行による増加であります。 

  

２．配当に関する事項 

(1）配当金支払額 

該当事項はありません。 

(2）基準日が当期に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌期となるもの 

該当事項はありません。 

  

当連結会計年度（自 平成24年１月１日 至 平成24年12月31日） 

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 

（注） 平成25年１月１日付で実施した株式分割（１株を100株に分割）に伴い、発行済株式の総数は、

9,541,818株増加し9,638,200株となっております。  

  

２．配当に関する事項 

(1）配当金支払額 

該当事項はありません。 

(2）基準日が当期に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌期となるもの 

該当事項はありません。 

  

※１ 現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係 

（連結株主資本等変動計算書関係）

  
当連結会計年度 
期首株式数(株) 

当連結会計年度 
増加株式数(株) 

当連結会計年度 
減少株式数(株) 

当連結会計年度末
株式数(株) 

発行済株式                        

普通株式  62,400  33,982  －  96,382

合計  62,400  33,982  －  96,382

 自己株式                        

  普通株式  832  －  －  832

 合計   832  －  －  832

  
当連結会計年度 
期首株式数(株) 

当連結会計年度 
増加株式数(株) 

当連結会計年度 
減少株式数(株) 

当連結会計年度末
株式数(株) 

発行済株式                        

普通株式  96,382  －  －  96,382

合計  96,382  －  －  96,382

 自己株式                        

  普通株式  832  －  －  832

 合計   832  －  －  832

（連結キャッシュ・フロー計算書関係）

  
前連結会計年度 

（自 平成23年１月１日 
至 平成23年12月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成24年１月１日 
至 平成24年12月31日） 

現金及び預金 千円 433,478 千円 377,564

担保に供している定期預金  △5,000  －

現金及び現金同等物  428,478  377,564



１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳 

  

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との差異の原因となった主な項目別の内訳 

  

３．連結決算日後に法人税率等の変更があった場合のその内容及び影響 

  平成23年12月２日付で「経済社会の構造の変化に対応した税制の構築を図るための所得税法等の一部を

改正する法律」（平成23年法律第114号）及び「東日本大震災からの復興のための施策を実施するために必

要な財源の確保に関する特別措置法」（平成23年法律第117号）が公布され、法人税率が変更されることと

なりました。 

  これに伴い、繰延税金資産の計算に使用する法定実効税率は、従来の40.9％から35.6％に段階的に変更

されます。 

  なお、変更後の法定実効税率を当連結会計年度末に適用した場合の損益に与える影響は軽微でありま

す。   

（税効果会計関係）

  
前連結会計年度 

（平成23年12月31日） 
当連結会計年度 

（平成24年12月31日） 

繰延税金資産（流動）       

貸倒引当金 千円26,059   千円18,477

たな卸資産評価損  17,912    －

販売用不動産前受金  －    45,555

その他  1,420    1,990

繰延税金資産（流動）小計  45,392    66,024

評価性引当額  △45,392    △27,122

繰延税金資産（流動）合計  －    38,902

繰延税金負債（流動）       

販売用不動産未成工事支出金   －    △38,902

繰延税金負債（流動）合計  －    △38,902

繰延税金資産（流動）の純額  －    －

繰延税金資産（固定）       

退職給付引当金  5,585    6,015

投資不動産未実現利益  5,010    4,868

未払役員退職慰労金  4,360    2,946

一括償却資産  38    101

減価償却  41,321    38,557

減損損失  262,479    262,461

繰越欠損金  1,467,925    1,458,479

その他  10,248    10,367

繰延税金資産（固定）小計  1,796,968    1,783,797

評価性引当額  △1,791,958    △1,778,928

繰延税金資産（固定）合計   5,010     4,868

繰延税金資産の純額   5,010     4,868

  
前連結会計年度 

（平成23年12月31日） 
当連結会計年度 

（平成24年12月31日） 

法定実効税率 ％ 40.9   ％ 40.9

（調整）       

交際費等永久に損金に算入されない項目  △0.1    0.5

住民税均等割  △0.4    1.4

評価性引当額の増減  △43.1    △41.2

その他  0.0    0.0

税効果会計適用後の法人税等の負担率  △2.7    1.6



 当社グループでは、神奈川県その他の地域において、賃貸用の建物（土地を含む）を有しております。当連結会

計年度における当該賃貸等不動産に関する賃貸損益は33,594千円であります。 

 また、当該賃貸等不動産の連結貸借対照表計上額、当連結会計年度増減額及び時価は、次のとおりであります。

（注）１．連結貸借対照表計上額は、取得原価から減価償却累計額及び減損損失累計額を控除した金額であります。 

２．当連結会計年度増減額のうち、主な減少は販売用不動産への振替（478,589千円）によるものであります。 

３．当連結会計年度末の時価は、「不動産鑑定評価基準」に基づいて自社で算定した金額であります。 

（賃貸等不動産関係）

  （単位：千円）

  
前連結会計年度 

（自 平成23年１月１日 
至 平成23年12月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成24年１月１日 
至 平成24年12月31日） 

連結貸借対照表計上額   

  期首残高  1,357,486  1,312,701

  期中増減額  △44,785  △478,396

  期末残高  1,312,701  834,304

期末時価  1,529,340  926,145



１．報告セグメントの概要 

 当社の報告セグメントは、当社の構成単位のうち分離された財務情報が入手可能であり、取締役会が、経営資

源の配分の決定及び業績を評価するために、定期的に検討を行う対象となっているものであります。 

したがって、当社は事業目的又はサービスの内容等が概ね類似している各個別事業を「不動産販売事業」、

「不動産管理事業」、「不動産賃貸事業」、「不動産仲介事業」の４つに集約していることから、これらを報告

セグメントとしております。 

各報告セグメントの事業内容は、以下のとおりであります。 

   

２．報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産、負債その他の項目の金額の算定方法 

 報告されている事業セグメントの会計処理の方法は、「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項」に

おける記載と同一であります。  

 報告セグメントの利益は営業利益ベースの数値であります。 

 セグメント間の内部収益及び振替高は市場実勢価格に基づいております。 

  

３．報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産、負債その他の項目の金額に関する情報 

前連結会計年度（自 平成23年１月１日 至 平成23年12月31日） 

（注） １.「その他」の区分には、ファンド事業、貸金業、設計監理事業等が含まれております。 

    ２．調整額は以下のとおりであります。 

     （1）セグメント利益又はセグメント損失の調整額△303,282千円は、各セグメントに配分していない全社 

        費用であります。 

     （2）セグメント資産の調整額は、各セグメントに配分していない全社資産であります。全社資産の主なも 

        のは管理部門に係る資産であります。 

     （3）減価償却費の調整額は、各セグメントに配分していない全社資産に係る減価償却費であります。 

     （4）有形固定資産及び無形固定資産の増加額の調整額は、各セグメントに配分していない全社資産の増加 

        額であります。 

    ３．セグメント利益又はセグメント損失の合計額は、連結財務諸表の営業損失と調整を行っております。  

（セグメント情報等）

ａ．セグメント情報

報告セグメント 事業内容 

不 動 産 販 売 事 業 マ ン シ ョ ン 等 の 販 売 

不 動 産 管 理 事 業 マ ン シ ョ ン 等 の 管 理 

不 動 産 賃 貸 事 業 マ ン シ ョ ン 等 の 賃 貸 

不 動 産 仲 介 事 業 不 動 産 の 仲 介 

  （単位：千円）

  

報告セグメント 
そ の 他
（注）１

   

合 計 

   

調 整 額 
（注）２ 

連 結 財 務

諸表計上額

（ 注 ） ３
不 動 産
販売事業

不 動 産 
管理事業 

不 動 産
賃貸事業

不 動 産
仲介事業

計 

売上高     

外部顧客への売上高  3,353,365  447,876  312,880  92,511  4,206,634  55,589  4,262,223  －  4,262,223

セグメント間の内部 

売 上 高 又 は 振 替 高 
 －  －  －  －  －  －  －  －  －

計  3,353,365  447,876  312,880  92,511  4,206,634  55,589  4,262,223  －  4,262,233

セグメント利益又は 

セグメント損失（△） 
 △283,332  228,377  36,864  21,829  3,738  5,036  8,775  △303,282  △294,506

セ グ メ ン ト 資 産  256,196  363,959  865,421  13,757  1,499,335  527,706  2,027,042  139,114  2,166,156

その他の項目     

減 価 償 却 費  244  92  13,969  90  14,395  12,886  27,282  4,464  31,746

有形固定資産及び無形

固 定 資 産 の 増 加 額 
 －  －  －  －  －  －  －  7,184  7,184



当連結会計年度（自 平成24年１月１日 至 平成24年12月31日） 

（注） １.「その他」の区分には、ファンド事業、貸金業、設計監理事業等が含まれております。 

    ２．調整額は以下のとおりであります。 

     （1）セグメント利益の調整額△215,596千円は、セグメント間取引消去△8,884千円、各セグメントに配分 

        していない全社費用△206,712千円であります。 

     （2）セグメント資産の調整額は、各セグメントに配分していない全社資産であります。全社資産の主なも 

        のは管理部門に係る資産であります。 

     （3）減価償却費の調整額は、各セグメントに配分していない全社資産に係る減価償却費であります。 

     （4）有形固定資産及び無形固定資産の増加額の調整額は、各セグメントに配分していない全社資産の増加 

        額であります。 

    ３．セグメント利益の合計額は、連結財務諸表の営業利益と調整を行っております。 

  

前連結会計年度（自  平成23年１月１日  至  平成23年12月31日） 

１．製品及びサービスごとの情報 

  セグメント情報に同様の情報を開示しておりますので、記載を省略しております。 

     

２．地域ごとの情報 

(1）売上高 

 本邦以外の外部顧客への売上高がないため、該当事項はありません。 

   

(2）有形固定資産 

 本邦以外に所在している有形固定資産がないため、該当事項はありません。 

   

３．主要な顧客ごとの情報 

                                       （単位：千円）  

   

（単位：千円）

  

報告セグメント 
そ の 他
（注）１

合 計 
  

  

調 整 額 
（注）２ 

  

  
連 結 財 務

諸表計上額

（ 注 ） ３

  

不 動 産
販売事業

不 動 産 
管理事業 

不 動 産
賃貸事業

不 動 産
仲介事業

計 

売上高     

外部顧客への売上高  594,635  433,701  379,276  138,157  1,545,770  48,322  1,594,092  －  1,594,092

セグメント間の内部 

売 上 高 又 は 振 替 高 
 －  8,884  －  －  8,884  －  8,884  △8,884  －

計  594,635  442,585  379,276  138,157  1,554,654  48,322  1,602,976  △8,884  1,594,092

セ グ メ ン ト 利 益  6,267  231,762  42,303  57,236  337,570  22,253  359,824  △215,596  144,228

セ グ メ ン ト 資 産  113,387  371,935  867,102  23,511  1,375,937  526,980  1,902,917  85,661  1,988,579

その他の項目     

減 価 償 却 費  216  92  13,561  90  13,959  －  13,959  5,219  19,178

有形固定資産及び無形

固 定 資 産 の 増 加 額 
 －  －  13,754  －  13,754  －  13,754  1,147  14,902

ｂ．関連情報

 顧客の名称又は氏名 売上高  関連するセグメント名 

 株式会社グリップ   846,409  不動産販売事業 

 ジェイレックス・コーポレーション株式会社   799,381  不動産販売事業 

 株式会社プレミアムライフ   596,746  不動産販売事業 



当連結会計年度（自  平成24年１月１日  至  平成24年12月31日） 

１．製品及びサービスごとの情報 

  セグメント情報に同様の情報を開示しておりますので、記載を省略しております。 

     

２．地域ごとの情報 

(1）売上高 

 本邦以外の外部顧客への売上高がないため、該当事項はありません。 

   

(2）有形固定資産 

 本邦以外に所在している有形固定資産がないため、該当事項はありません。 

   

３．主要な顧客ごとの情報 

                                       （単位：千円）  

   

前連結会計年度（自  平成23年１月１日  至  平成23年12月31日） 

該当事項はありません。 

   

当連結会計年度（自  平成24年１月１日  至  平成24年12月31日） 

 （単位：千円）

  

  

前連結会計年度（自  平成23年１月１日  至  平成23年12月31日） 

  該当事項はありません。 

   

当連結会計年度（自  平成24年１月１日  至  平成24年12月31日） 

  該当事項はありません。 

   

  

前連結会計年度（自  平成23年１月１日  至  平成23年12月31日） 

 該当事項はありません。 

  

当連結会計年度（自  平成24年１月１日  至  平成24年12月31日） 

 該当事項はありません。 

  

 顧客の名称又は氏名 売上高  関連するセグメント名 

 日本住宅無尽株式会社   594,635  不動産販売事業 

ｃ．報告セグメントごとの固定資産の減損損失に関する情報

  
不動産販売

事業 

不動産管理

事業  

不動産賃貸

事業  

不動産仲介

事業  
その他 全社・消去 合計  

減損損失   －   －   2,757   －   －   850   3,607

ｄ．報告セグメントごとののれんの償却額及び未償却残高に関する情報

ｅ．報告セグメントごとの負ののれん発生益に関する情報



  （注）１．当社は、平成24年11月16日開催の取締役会の決議に基づき、平成25年１月１日付で普通株式１株につき

100株の株式分割を行っております。前連結会計年度の期首に当該株式分割が行われたと仮定して１株当たり

純資産額、１株当たり当期純利益（損失）金額を算定しております。  

  

（会計方針の変更）  

 当連結会計年度より、「１株当たり当期純利益に関する会計基準」（企業会計基準第２号 平成22年６月30

日）、「１株当たり当期純利益に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第４号 平成22年６月30日

公表分）及び「１株当たり当期純利益に関する実務上の取扱い」（実務対応報告第９号 平成22年６月30日）を適

用しております。 

 この適用により、当連結会計年度の連結貸借対照表日後に行った株式分割は、前連結会計年度の期首に行われた

と仮定して１株当たり純資産額、１株当たり当期純利益金額を算定しております。 

 これらの会計基準等を適用しなかった場合の、前連結会計年度の１株当たり純資産額、１株当たり当期純損失金

額は、以下のとおりであります。 

  １株当たり純資産額         円 銭 

  １株当たり当期純損失金額    円 銭 

   

２．１株当たり当期純利益金額及び当期純損失金額の算定上の基礎は以下のとおりであります。 

（１株当たり情報）

前連結会計年度 
（自 平成23年１月１日 
至 平成23年12月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成24年１月１日 
至 平成24年12月31日） 

 １株当たり純資産額          円   銭 4 39  １株当たり純資産額         円   銭 13 13

 １株当たり当期純損失金額           円   銭 77 57  １株当たり当期純利益金額            円   銭 8 73

 なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益について

は、１株当たり当期純損失であり、潜在株式が存在しな

いため、記載しておりません。 

 なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益について

は、潜在株式が存在しないため、記載しておりません。 

439 07

7,756 67

項目 
前連結会計年度 

（自 平成23年１月１日 
至 平成23年12月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成24年１月１日 
至 平成24年12月31日） 

連結損益計算書上の当期純利益又は当

期純損失（△）（千円） 
 △486,948  83,443

普通株主に帰属しない金額（千円）  －  －

普通株式に係る当期純利益又は当期純

損失（△）（千円） 
 △486,948  83,443

普通株式の期中平均株式数（株）  6,277,800  9,555,000



（株式分割及び単元株制度の採用） 

 当社は平成24年11月16日開催の取締役会において、平成25年１月１日を効力発生日とする株式分割及び単元

株制度の採用を以下のとおり決議しております。 

  

１．株式分割の概要 

（1）分割の方法 

 平成24年12月31日を基準日として、同日最終の株主名簿に記載又は記録された株主が所有する当社株式を、

１株につき100株の割合をもって分割いたします。 

  

（2）分割により増加する株式数 

平成24年12月31日最終の発行済株式総数に99を乗じた株式数といたします。 

分割前の発行済株式総数           96,382株 

今回の分割により増加する株式数     9,541,818株 

分割後の発行済株式総数         9,638,200株 

分割後の発行可能株式総数        15,000,000株 

  

（3）効力発生日      平成25年１月１日 

  

２．単元株制度の採用 

（1）新設する単元株式の数 

平成25年１月１日をもって単元株制度を採用し、単元株式数を100株といたします。 

  

 なお、「１株当たり情報」は、当該株式分割が前連結会計年度の期首において行われたと仮定して算出して

おり、これによる影響については、当該箇所に記載しております。  

   

(１）役員の異動 

  役員の異動については、開示内容が定まった時点で開示いたします。   

  

(２）その他 

  該当事項はありません。 

  

（重要な後発事象）

５．その他
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